
中東エネルギー危機
脱炭素を廃止せよ

キヤノングローバル戦略研究所 研究主幹 杉山大志
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エネルギー政策の抜本見直し

脱炭素（GX) ×

⇒ 再エネでエネルギー自給自足 ×

⇒ 化石燃料&原子力でエネルギー供給多様化 〇
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ホルムズ危機への日本政府の対応
中東情勢を踏まえた燃料油・石油製品の安定供給確保
2026年3月24日経済産業省

備蓄放出、燃料費補助
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石油ショック以来、日本政府は何をして
きたか

石油代替は進んだが
石油の中東集中を放置
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https://www.enecho.meti.go.jp/about/pamphlet/pdf/energy_in
_japan2025.pdf
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中東危機が深刻化すると。。

未曽有の供給危機のおそれ
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イランでの戦争の行方は？

シナリオ 中東からの資源供給

①消耗戦 大規模な途絶

②アメリカによる平和 再開

③イランによる平和 部分的な途絶

https://japan-indepth.jp/?p=90444
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石油 ガス

19.4%
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・アジア諸国もエネルギー危機
・アジア製造業も打撃を受ける
・日本製造業のサプライチェーン危機になる
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アジア諸国の輸入・中東依存度



アジア諸国が石炭火力拡大

https://www.reuters.com/sustainability/boards-policy-regulation/asia-pivots-coal-middle-east-conflict-chokes-lng-supply-2026-03-17/

https://apnews.com/article/middle-east-wars-energy-asia-gas-coal-f8ea1e10a6bb47085e5e6141fc3f1d3e

国・地域 ～2026年2月までの政策トレンド 2026年3月の新動向（報道ベース）

中国 石炭中心の電源構成を維持しつつ再エネ拡大 石炭増産・利用拡大

インド 石炭依存の電力構造を維持しつつ再エネ拡大 石炭利用拡大

日本 石炭削減方針 石炭火力の限定的拡大

韓国 石炭削減・ガス転換政策 石炭利用増加

ベトナム 石炭依存の電源構成を維持 石炭火力利用拡大

タイ ガス中心の電源構成 石炭・代替燃料活用

フィリピン 石炭依存の電源構成 石炭利用拡大

インドネシア 石炭輸出国として供給維持 国内石炭供給優先

18



日本政府の取るべき対応
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燃料費補助を止めるべき

•1973同様の対策は不可避かもしれない。

•価格抑制よりも需要抑制が必要になる。

•まず、燃料費補助を止めるべき。
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１９７３石油ショック時の民需対策：
企業への節電・省エネ10%～20%要請、飲食店・百貨店・
スーパーの営業時間短縮、深夜テレビ放送の自粛、マイカー
の自粛、室内温度の適正化、ネオンサイン自粛、旅行の自粛、
週休2日制の促進



緊急対応：
•石油、LNG、石炭： スクランブル調達

•原子力： 速やかな再稼働

•再エネ、EV、省エネ： 高コスト施策を停止

（資材価格↑、建設時燃料費↑、金利↑ & インフレ↑）

•脱炭素： 規制執行停止、予算執行停止

（石油・石炭の多様な調達の妨げになる。特に排出量取引制度の
執行停止）
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1973石油ショック時には、不急の公的予算執行停止。
1973年度の公共事業関係費等の17.3％が次年度送りに



長期対応： 脱炭素から安全保障へ政策変更

•石油、LNG、石炭： 調達多様化、自主開発

•原子力： 再稼働、新増設

•再エネ、EV、省エネ： 高コスト施策を廃止

•脱炭素： 関連１８法を廃止
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https://www.meti.go.jp/shingikai/e
necho/denryoku_gas/jisedai_kiban
/system_review/pdf/112_05_00.pdf

第112回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 
次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会 制度検討作業部会

石炭の規制を廃止すべき

・政府は一時的対応に留まる。
・必要なのは石炭活用の恒久化。
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過剰な安全規制を改正

ゼロリスクを追い求めると

コストは無限大になる

原子力を

利用するリスク と

利用しないことのリスク

の比較衡量が必要。
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①既存の原子力・火力
発電所の利用が断然安い

➁次に安いのが原子力・
火力発電所の新設

③「グリーン」電力は
べらぼうに高い

データは「基本政策分科会に対する発電コスト検証に関する報告令和６年12月17日発電コスト検証ワーキング
グループに基づく。図は筆者による編集。 https://cigs.canon/article/20250106_8541.html
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企業・主体 プロジェクト名 国・地域 規模(GW) 状態 主因

Ørsted Hornsea 4 英国 2.4 中止
建設費上昇・金
利上昇・供給網

逼迫

三菱商事
秋田・千葉等3

案件
日本 1.76 撤退

インフレ・円安・
コスト増

Equinor / BP
Empire Wind 

2
米国（NY） 1.2 契約解除

金利上昇・資材
費上昇

Shell
MunmuBara

m
韓国 1.25 持分売却

浮体式コスト増・
採算悪化

Shell
SouthCoast 

Wind
米国（MA） 2.4 持分売却 投資回収性悪化

洋上風力で撤退が相次いだ
(2024-2025)
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企業 地域 プロジェクト 年 内容 主因

Shell / Equinor 欧州 複数水素案件 2024 中止 需要不足

Neste フィンランド ポルボー水素 2024 中止 採算性悪化

BP / Repsol / 
Iberdrola

欧州 複数案件 2024-25 延期・縮小 コスト高

Air Products 米国 テキサス水素 2024 撤退 採算悪化

Hy Stor Energy 米国 水素案件 2024 中止 政策変更

Universal 
Hydrogen

米国 航空水素 2024 破綻 資金調達失敗

Nikola 米国 燃料電池トラック 2025 破綻 事業モデル崩壊

Fortescue 豪州/米国 複数大型案件 2024-25 中止 市場不確実性

HyEnergy 豪州 大型水素案件 2024 停止 採算性問題

Origin / 
Woodside

豪州 複数案件 2024-25 棚上げ コスト高

川崎重工業 豪州-日本 褐炭水素 2024 終了 コスト高

Stellantis 欧州 水素商用車 2025 撤退 市場不成立

水素事業で撤退が相次いだ (2024-2025)
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（政府資料）

GXを廃止すべきだ

28

・元々高コスト

・更に高コストに
資材価格↑
金利↑
建設時燃料費↑
運転時燃料費↑

・マクロ経済悪化
燃料不足
資材不足
インフレ昂進



松根油では勝てなかった

信州戦争資料センター
https://note.com/sensou188/n/n6eca9f04bbed
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再エネで化石燃料を
代替する幻想の失敗



脱・脱炭素法（案）
https://cigs.canon/article/20251007_9269.html

1.再エネ特措法（FIT/FIPと再エネ賦課金）の廃止
2.GX推進法（GX移行債、補助金、化石燃料賦課金、排出量取引制度等）の廃止
3.地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）（排出量算定・報告等の義務等）の廃止
4.エネルギー供給事業者によるエネルギー源の環境適合利用及び化石エネルギー原料
の有効な利用の促進に関する法律（高度化法）（非化石由来の電力・燃料供給の規制等）
の廃止
5.省エネ法（発電所、工場や家電機器・自動車の省エネ規制等）の廃止
6.建築物省エネ法（省エネ基準の順守義務等）の廃止
7.再エネ海域利用法（洋上風力推進等）の廃止
8.水素社会推進法（水素・アンモニアの推進等）の廃止
9.CCS事業法（CCSの推進等）の廃止
10.GX脱炭素電源法（再エネ最大化等）の廃止
11.環境配慮契約法（CO2配慮の政府契約等）の告示からCO2性能項目を削除
12.グリーン購入法（CO2配慮の政府調達等）の告示からCO2性能項目を削除
13.低都市炭素法（都市計画・開発における低炭素規制等）の廃止
14.気候変動適応法（適応計画の策定等）の廃止
15.農林水産再エネ促進法（農業部門での再エネ推進等）の廃止
16.公共建築物等木材利用推進法（木質バイオマスエネルギーの利用等）の廃止
17.バイオマス活用推進基本法（バイオマスのエネルギー利用推進等）の廃止
18.石油石炭税の温暖化対策税分の廃止 30



https://www.amazon.co.jp/dp/4485301257/ 31

気候危機は存在しない

https://www.amazon.co.jp/dp/4485301257/


災害の激甚化など起きていない 32
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日本のCO2排出＝年間１０億トン

25年間でCO2ゼロ 

⇒ 10億トン×25年÷2

=125億トン

=0.0125兆トンの削減

気温低下は0.0125 ×0.5 = 0.006℃

雨量減少は0.006×0.06=0.04%

1000ミリの雨で0.4ミリ
202
5

205
0

CO2

10

CO2ゼロで気温と大雨はどれだけ減るのか
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エネルギー政策の抜本見直し

脱炭素（GX) ×

⇒ 再エネでエネルギー自給自足 ×

⇒ 化石燃料&原子力でエネルギー供給多様化 〇
35
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